
平成 22 年 11 月 8 日

各　　位

会 社 名 日立工機株式会社

代 表 者 名 取締役社長　加藤　清

（コード番号 ６５８１　東証・大証１部）

問 合 せ 先 広報室長　吉成　雅人

(TEL.03‐5783‐0601)

（訂正）「平成 18 年 3 月期　決算短信」の一部訂正について

当社は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社の不適切な取引および会計処理に関する調査結果等

について」において、過年度決算の訂正につきましては、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいた

しました。このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので下記のとおりご報告いたします。

訂正個所を含むページについては訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正個所には　　　　　（アン

ダーライン）を付して表示しております。

記

１．訂正を行う決算短信

　　　決算期　平成 18 年 3 月期　決算短信

　　　発表日　平成 18 年 4 月 26 日

２．訂正の理由

　　　当社連結子会社において不適切な取引および会計処理があったため。

　　　詳細は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社における不適切な会計処理に関する調査結果等

　　について」をご参照ください。

以　上
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【訂正前】　（1ページ）

平成 18年 3月期 決算短信 (連結)  平成 18年 4月 26日

上   場   会   社   名    日立工機株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.hitachi-koki.co.jp/) 東京都

代　　　表　　　者　　 役職名 取締役社長 　氏名　鍵 本　孝 三

問合せ先責任者　　 役職名 東京管理部長 　氏名　尾 木　克 彦 TEL (03) 5783 - 0601

決算取締役会開催日　　平成 18年 4月 26日

親会社等の名称　　　株式会社 日立製作所　(コード番号：6501）　　　　親会社等における当社の議決権所有比率　37.92%

米国会計基準採用の有無 無

１.  18年 3月期の連結業績 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1) 連結経営成績 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 142,009 21.0 15,522 49.4 15,054 45.7
17年 3月期 117,408 19.6 10,391 62.7 10,334 62.8

  
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期

純  利  益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 11,501 37.5 108.92 108.60 11.4 11.8 10.6
17年 3月期 8,363 96.7 78.78 78.67 9.1 9.0 8.8

(注) ① 持分法投資損益 18年3月期　　△20 百万円                  17年 3月期        △23 百万円  

      ② 期中平均株式数（連結） 18年3月期　　104,954,104 株　　　　　　　17年 3月期      105,431,189 株

      ③ 会計処理の方法の変更 有　　　（内容）　減損会計基準の適用

      ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年 3月期 135,741 107,413 79.1 1,021.78
17年 3月期 120,506 94,906 78.8 904.62

(注) 期末発行済株式数（連結） 18年3月期　　105,055,482 株　　　　　　　　17年 3月期      104,849,349 株

(3) 連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

18年 3月期 9,222 △ 4,662 △ 1,435 27,389
17年 3月期 9,231 △ 8,043 △ 2,565 23,366

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
     連結子会社数  23 社     持分法適用非連結子会社数  1 社     持分法適用関連会社数  - 社　

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
     連結（新規）  2 社     （除外）  1 社      持分法（新規）  - 社     （除外）  1 社

２.  19年 3月期の連結業績予想 （平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 73,000 7,700 5,100
通　 期 150,000 16,000 10,600

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  100円 71銭 

１株当たり株主資本

現金及び現金同等物

期　末　残　高
営業活動による

キャッシュ・フロー

株主資本比率

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

財務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

当 期 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

（百万円未満切捨）

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
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【訂正後】　（1ページ）

平成 18年 3月期 決算短信 (連結)  平成 18年 4月 26日

上   場   会   社   名    日立工機株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.hitachi-koki.co.jp/) 東京都

代　　　表　　　者　　 役職名 取締役社長 　氏名　鍵 本　孝 三

問合せ先責任者　　 役職名 東京管理部長 　氏名　尾 木　克 彦 TEL (03) 5783 - 0601

決算取締役会開催日　　平成 18年 4月 26日

親会社等の名称　　　株式会社 日立製作所　(コード番号：6501）　　　　親会社等における当社の議決権所有比率　37.92%

米国会計基準採用の有無 無

１.  18年 3月期の連結業績 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1) 連結経営成績 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 141,482 20.5 15,201 46.3 14,733 42.6
17年 3月期 117,408 19.6 10,391 62.7 10,334 62.8

  
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期

純  利  益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 11,095 32.7 105.05 104.75 11.0 11.5 10.4
17年 3月期 8,363 96.7 78.78 78.67 9.1 9.0 8.8

(注) ① 持分法投資損益 18年3月期　　△20 百万円                 17年 3月期        △23 百万円  

      ② 期中平均株式数（連結） 18年3月期　　104,954,104 株　　　　　　　17年 3月期      105,431,189 株

      ③ 会計処理の方法の変更 有　　　（内容）　減損会計基準の適用

      ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年 3月期 135,274 106,994 79.1 1,017.79
17年 3月期 120,506 94,906 78.8 904.62

(注) 期末発行済株式数（連結） 18年3月期　　105,055,482 株　　　　　　　　17年 3月期      104,849,349 株

(3) 連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

18年 3月期 9,222 △ 4,662 △ 1,435 27,389
17年 3月期 9,231 △ 8,043 △ 2,565 23,366

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
     連結子会社数  23 社     持分法適用非連結子会社数  1 社     持分法適用関連会社数  - 社　

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
     連結（新規）  2 社     （除外）  1 社      持分法（新規）  - 社     （除外）  1 社

２.  19年 3月期の連結業績予想 （平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 73,000 7,700 5,100
通　 期 150,000 16,000 10,600

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  100円 71銭 

キャッシュ・フロー 期　末　残　高

（百万円未満切捨）

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

当 期 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

１株当たり株主資本

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
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【訂正前】（4 ページ）

４．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、株式の投資単位の引下げが流動性の向上や株主数の増加を促すための有効な施策である
と認識しています。また、株式の投資単位につきましては、当社株式の市場での流通状態や株主構
成等を勘案し、慎重に検討すべき課題であると認識しています。当社としては、適切な投資単位の
設定について、今後も引き続き検討を行っていきます。

５．親会社等に関する事項

（１）親会社等の商号等
（平成１８年３月３１日現在）

親会社等 属性
親会社等の議
決権所有割合

親会社等が発行する株券が上場されて
いる証券取引所等

株式会社日立製作所

上場会社が他の会
社の関連会社であ
る場合における当
該他の会社

37.92％
（10.73％）

東京証券取引所・大阪証券取引所・名古
屋証券取引所・福岡証券取引所・札幌証
券取引所・ルクセンブルグ証券取引所・
フランクフルト証券取引所・アムステル
ダム証券取引所・パリ証券取引所・ニュ
ーヨーク証券取引所

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接被所有割合で内数である。

（２）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

当社は、日立ブランドを共有する日立グループの一員として、筆頭株主である㈱日立製作所及び
日立グループ各社と協力関係にあります。㈱日立製作所は、当社の議決権の 27.19％を所有する会
社であり、当社は、㈱日立製作所の関連会社となっています。
また、㈱日立製作所及び日立グループ各社との関係におきましては、事業運営及び取引につきま

して自律性を保つことを基本としています。
なお、親会社等との取引に関する事項につきましては、余裕資金の運用方法として、日立グルー

プ資金プーリング制度を活用しています。（後記「関連当事者との取引」参照）

経　営　成　績　及　び　財　政　状　態

１．経営成績

当期の我が国経済は、企業収益の改善を受けて設備投資が増加し、個人消費も緩やかに増加しま
した。さらに、住宅投資についても前半は概ね横ばいであったものが後半には増加に転じるなど、
当初緩やかであった景気の回復基調も次第に勢いを増してきました。一方海外においては、米国及
びアジア地域の景気は引き続き順調に推移しましたが、欧州地域の景気は緩やかな回復基調にあっ
たものの力強さに欠けました。

このような経営環境の中で、当社グループは厳しいグローバル競争に打ち勝ち、「世界のトップ
プレーヤー」となることを目指して、①販売ルートの開拓・拡大によるグローバル規模での売上拡
大、②最適地生産体制の構築による利益増大、③開発力の向上による高付加価値製品の早期市場投
入などにより、積極的な事業展開を図ってきました。

なお、製品開発面では、世界的に権威あるデザイン賞である米国のＩＤＥＡ賞（Industrial Design
Excellence Awards）の初受賞及びドイツのｉＦデザイン賞（International Forum Design
Award）の４年連続受賞を達成し、更なる連続受賞を目指しています。

以上のような状況の下、当期における連結業績は、コア事業である電動工具部門を中心に３年連
続の増収、増益となり、売上高１，４２０億９百万円（前期比２１％増）、営業利益１５５億２千
２百万円（前期比４９％増）となりました。
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【訂正後】（4 ページ）

４．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、株式の投資単位の引下げが流動性の向上や株主数の増加を促すための有効な施策である
と認識しています。また、株式の投資単位につきましては、当社株式の市場での流通状態や株主構
成等を勘案し、慎重に検討すべき課題であると認識しています。当社としては、適切な投資単位の
設定について、今後も引き続き検討を行っていきます。

５．親会社等に関する事項

（１）親会社等の商号等
（平成１８年３月３１日現在）

親会社等 属性
親会社等の議
決権所有割合

親会社等が発行する株券が上場されて
いる証券取引所等

株式会社日立製作所

上場会社が他の会
社の関連会社であ
る場合における当
該他の会社

37.92％
（10.73％）

東京証券取引所・大阪証券取引所・名古
屋証券取引所・福岡証券取引所・札幌証
券取引所・ルクセンブルグ証券取引所・
フランクフルト証券取引所・アムステル
ダム証券取引所・パリ証券取引所・ニュ
ーヨーク証券取引所

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接被所有割合で内数である。

（２）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

当社は、日立ブランドを共有する日立グループの一員として、筆頭株主である㈱日立製作所及び
日立グループ各社と協力関係にあります。㈱日立製作所は、当社の議決権の 27.19％を所有する会
社であり、当社は、㈱日立製作所の関連会社となっています。
また、㈱日立製作所及び日立グループ各社との関係におきましては、事業運営及び取引につきま

して自律性を保つことを基本としています。
なお、親会社等との取引に関する事項につきましては、余裕資金の運用方法として、日立グルー

プ資金プーリング制度を活用しています。（後記「関連当事者との取引」参照）

経　営　成　績　及　び　財　政　状　態

１．経営成績

当期の我が国経済は、企業収益の改善を受けて設備投資が増加し、個人消費も緩やかに増加しま
した。さらに、住宅投資についても前半は概ね横ばいであったものが後半には増加に転じるなど、
当初緩やかであった景気の回復基調も次第に勢いを増してきました。一方海外においては、米国及
びアジア地域の景気は引き続き順調に推移しましたが、欧州地域の景気は緩やかな回復基調にあっ
たものの力強さに欠けました。

このような経営環境の中で、当社グループは厳しいグローバル競争に打ち勝ち、「世界のトップ
プレーヤー」となることを目指して、①販売ルートの開拓・拡大によるグローバル規模での売上拡
大、②最適地生産体制の構築による利益増大、③開発力の向上による高付加価値製品の早期市場投
入などにより、積極的な事業展開を図ってきました。

なお、製品開発面では、世界的に権威あるデザイン賞である米国のＩＤＥＡ賞（Industrial Design
Excellence Awards）の初受賞及びドイツのｉＦデザイン賞（International Forum Design
Award）の４年連続受賞を達成し、更なる連続受賞を目指しています。

以上のような状況の下、当期における連結業績は、コア事業である電動工具部門を中心に３年連
続の増収、増益となり、売上高１，４１４億８千２百万円（前期比２１％増）、営業利益１５２億
１百万円（前期比４６％増）となりました。
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【訂正前】（５ページ）

当期における部門別の状況は、以下のとおりです。

電動工具部門においては、国内では、空気工具、アクセサリ（消耗部品）、ホームセンタールー
ト及びコードレス工具を中心に売上が好調に推移したことから、国内における売上高は前期比
１０％増加しました。また、海外では、北米地域においてホームセンタールート及び空気工具の売
上が引き続き大幅に増加したことに加え、欧州地域においても特にロシア・東欧の売上が引き続き
大きく伸長するなど欧州地域の売上も大幅に増加したことから、海外における売上高は前期比
２８％増加しました。
この結果、電動工具部門の業績は、売上高１，３８０億８千１百万円（前期比２２％増）、営業

利益１４８億９千４百万円（前期比４７％増）となりました。

ライフサイエンス機器部門においては、年度前半は売上が伸び悩み厳しい状態が続いたものの、
年度後半には国内で自動遠心機や生産用超遠心機が好調であったことから通期では前期比で売上
増となりました。

この結果、ライフサイエンス機器部門の業績は、売上高３９億２千７百万円（前期比４％増）と
なり、また、営業利益については特許料収入約１億円もあって６億２千７百万円（前期比１１６％
増）となりました。

これらの結果、当期の連結業績における経常利益は１５０億５千４百万円（前期比４６％増）、
当期純利益は１１５億１百万円（前期比３８％増）となり、当期純利益につきましては、当社設立
以来の過去最高益となりました。

２．財政状態

当期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上拡大による売上債権の増加６０億
３千１百万円、棚卸資産の増加１９億９千６百万円などがあったものの、税金等調整前当期純利益
１４９億２千７百万円などにより、９２億２千２百万円の増加となりました。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、生産能力増強等のための有形固定資産の
取得による支出３８億２千９百万円などにより、４６億６千２百万円の減少となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計し
たフリー・キャッシュ・フローは、４５億６千万円の増加となりました。

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加７億１千６百万円が
あったものの、配当金の支払２２億円などにより、１４億３千５百万円の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前年度末残高から３６億７千１百万円増加しまし
た。これに前期末に子会社化した三京ダイヤモンド工業㈱を新規に連結したことによる現金及び現
金同等物の増加３億５千２百万円を加え、現金及び現金同等物期末残高は２７３億８千９百万円と
なりました。

３．次期の見通し

当面の経済環境をみますと、我が国経済は景気が緩やかに回復してきているものの、米国経済の
先行きが不透明であるほか、為替の変動や原油価格・原材料価格の高騰など、決して楽観を許さな
い状況にあります。

このような状況の下、次期における連結業績の見通しは、売上高１，５００億円、経常利益
１６０億円、当期純利益１０６億円となる見込みです。

なお、次期における配当につきましては、年間配当２４円を予定していますが、会社法の施行に
伴い、取締役会決議による剰余金の配当が可能となることから、配当に関する定款の定めを変更し、
四半期配当を実施する予定です。
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【訂正後】（５ページ）

当期における部門別の状況は、以下のとおりです。

電動工具部門においては、国内では、空気工具、アクセサリ（消耗部品）、ホームセンタールー
ト及びコードレス工具を中心に売上が好調に推移したことから、国内における売上高は前期比
１０％増加しました。また、海外では、北米地域においてホームセンタールート及び空気工具の売
上が引き続き大幅に増加したことに加え、欧州地域においても特にロシア・東欧の売上が引き続き
大きく伸長するなど欧州地域の売上も大幅に増加したことから、海外における売上高は前期比
２７％増加しました。
この結果、電動工具部門の業績は、売上高１，３７５億５千４百万円（前期比２１％増）、営業

利益１４５億７千３百万円（前期比４４％増）となりました。

ライフサイエンス機器部門においては、年度前半は売上が伸び悩み厳しい状態が続いたものの、
年度後半には国内で自動遠心機や生産用超遠心機が好調であったことから通期では前期比で売上
増となりました。

この結果、ライフサイエンス機器部門の業績は、売上高３９億２千７百万円（前期比４％増）と
なり、また、営業利益については特許料収入約１億円もあって６億２千７百万円（前期比１１６％
増）となりました。

これらの結果、当期の連結業績における経常利益は１４７億３千３百万円（前期比４３％増）、
当期純利益は１１０億９千５百万円（前期比３３％増）となり、当期純利益につきましては、当社
設立以来の過去最高益となりました。

２．財政状態

当期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上拡大による売上債権の増加５３億
７千３百万円、棚卸資産の増加２１億９千７百万円などがあったものの、税金等調整前当期純利益
１４５億２千２百万円などにより、９２億２千２百万円の増加となりました。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、生産能力増強等のための有形固定資産の
取得による支出３８億２千９百万円などにより、４６億６千２百万円の減少となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計し
たフリー・キャッシュ・フローは、４５億６千万円の増加となりました。

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加７億１千６百万円が
あったものの、配当金の支払２２億円などにより、１４億３千５百万円の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前年度末残高から３６億７千１百万円増加しまし
た。これに前期末に子会社化した三京ダイヤモンド工業㈱を新規に連結したことによる現金及び現
金同等物の増加３億５千２百万円を加え、現金及び現金同等物期末残高は２７３億８千９百万円と
なりました。

３．次期の見通し

当面の経済環境をみますと、我が国経済は景気が緩やかに回復してきているものの、米国経済の
先行きが不透明であるほか、為替の変動や原油価格・原材料価格の高騰など、決して楽観を許さな
い状況にあります。

このような状況の下、次期における連結業績の見通しは、売上高１，５００億円、経常利益
１６０億円、当期純利益１０６億円となる見込みです。

なお、次期における配当につきましては、年間配当２４円を予定していますが、会社法の施行に
伴い、取締役会決議による剰余金の配当が可能となることから、配当に関する定款の定めを変更し、
四半期配当を実施する予定です。
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【訂正前】（6ページ）

連　結　貸  借  対  照  表

（単位 百万円）

期  別  平成17年3月期(Ａ) 平成18年3月期(Ｂ) 比 較 増 減

科  目 （平成17.3.31現在） （平成18.3.31現在） （Ｂ）－（Ａ）

 （ 資 産 の 部 ）

８３,７６０ １００,１０８ １６,３４８

現 金 及 び 預 金 ９,０８８ ９,０１８ △　  　　　７０

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ２８,１９６ ３７,２４１ ９,０４４

た な 卸 資 産 ２６,２８５ ３０,５９１ ４,３０５

預 け 金 １４,２７７ １８,３７０ ４,０９３

繰 延 税 金 資 産 ４,５４８ ３,６８６ △　 　   ８６１

そ の 他 の 流 動 資 産 ２,１７５ ２,０９４ △　 　   　８０

貸 倒 引 当 金 △　 　   ８１１ △　 　   ８９４ △　 　   　８３

３６,７４５ ３５,６３３ △　 　１,１１２

有 形 固 定 資 産 ２４,９９０ ２５,６８７ ６９７

建 物 及 び 構 築 物 １３,２８２ １３,１９４ △　 　   　８７

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ６,５６０ ６,９３３ ３７２

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ５,１４７ ５,５５９ ４１２

無 形 固 定 資 産 １,６９８ ３,３３８ １,６４０

投 資 そ の 他 の 資 産 １０,０５６ ６,６０７ △　 　３,４４９

投 資 有 価 証 券 ５,８６８ ３,９１７ △　 　１,９５１

繰 延 税 金 資 産 ２,５４５ １,１０３ △　 　１,４４１

その他の投資その他の資産 １,６４３ １,５８６ △　 　   　５６

１２０,５０６ １３５,７４１ １５,２３５

 （ 負 債 の 部 ）

２１,２８１ ２３,２８７ ２,００５

買 掛 金 ９,６０９ １０,３０７ ６９８

短 期 借 入 金 １,５２１ ２,７４６ １,２２４

そ の 他 の 流 動 負 債 １０,１５０ １０,２３２ ８１

３,６７１ ４,２８６ ６１５

退 職 給 付 引 当 金 ３,４９７ ４,０２７ ５３０

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １４５ ２２３ ７８

そ の 他 の 固 定 負 債 ２８ ３５ ６

２４,９５２ ２７,５７３ ２,６２０

 （ 少 数 株 主 持 分 ）

６４７ ７５４ １０７

 （ 資 本 の 部 ）

１７,８１３ １７,８１３ －

２１,３８８ ２１,４１４ ２５

６４,９５９ ７４,０７９ ９,１２０

７４４ １,６９９ ９５５

△　 　２,３９３ △　 　　　 　１ ２,３９１

△　 　７,６０６ △　 　７,５９２ １４

９４,９０６ １０７,４１３ １２,５０７

１２０,５０６ １３５,７４１ １５,２３５

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

固 定 負 債

負 債 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債
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【訂正後】（6ページ）

連　結　貸  借  対  照  表

（単位 百万円）

期  別  平成17年3月期(Ａ) 平成18年3月期(Ｂ) 比 較 増 減

科  目 （平成17.3.31現在） （平成18.3.31現在） （Ｂ）－（Ａ）

 （ 資 産 の 部 ）

８３,７６０ ９９,６４１ １５,８８０

現 金 及 び 預 金 ９,０８８ ９,０１８ △　  　　　７０

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ２８,１９６ ３６,５５９ ８,３６２

た な 卸 資 産 ２６,２８５ ３０,８０１ ４,５１５

預 け 金 １４,２７７ １８,３７０ ４,０９３

繰 延 税 金 資 産 ４,５４８ ３,６８５ △　 　   ８６２

そ の 他 の 流 動 資 産 ２,１７５ ２,０９４ △　 　   　８０

貸 倒 引 当 金 △　 　   ８１１ △　 　   ８８９ △　 　   　７８

３６,７４５ ３５,６３３ △　 　１,１１２

有 形 固 定 資 産 ２４,９９０ ２５,６８７ ６９７

建 物 及 び 構 築 物 １３,２８２ １３,１９４ △　 　   　８７

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ６,５６０ ６,９３３ ３７２

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ５,１４７ ５,５５９ ４１２

無 形 固 定 資 産 １,６９８ ３,３３８ １,６４０

投 資 そ の 他 の 資 産 １０,０５６ ６,６０７ △　 　３,４４９

投 資 有 価 証 券 ５,８６８ ３,９１７ △　 　１,９５１

繰 延 税 金 資 産 ２,５４５ １,１０３ △　 　１,４４１

その他の投資その他の資産 １,６４３ １,５８６ △　 　   　５６

１２０,５０６ １３５,２７４ １４,７６８

 （ 負 債 の 部 ）

２１,２８１ ２３,２３８ １,９５７

買 掛 金 ９,６０９ １０,３０７ ６９８

短 期 借 入 金 １,５２１ ２,７４６ １,２２４

そ の 他 の 流 動 負 債 １０,１５０ １０,１８３ ３３

３,６７１ ４,２８６ ６１５

退 職 給 付 引 当 金 ３,４９７ ４,０２７ ５３０

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １４５ ２２３ ７８

そ の 他 の 固 定 負 債 ２８ ３５ ６

２４,９５２ ２７,５２５ ２,５７２

 （ 少 数 株 主 持 分 ）

６４７ ７５４ １０７

 （ 資 本 の 部 ）

１７,８１３ １７,８１３ －

２１,３８８ ２１,４１４ ２５

６４,９５９ ７３,６７３ ８,７１４

７４４ １,６９９ ９５５

△　 　２,３９３ △　 　   　１４ ２,３７９

△　 　７,６０６ △　 　７,５９２ １４

９４,９０６ １０６,９９４ １２,０８８

１２０,５０６ １３５,２７４ １４,７６８負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計

自 己 株 式

固 定 負 債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 負 債
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【訂正前】（7 ページ）

連　結　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

平成 17 年 3 月期

自 平成 16. 4. 1

至 平成 17. 3.31

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

　　　　　　　  　　 期　　別

                 

  

 科　　目 比　率 比　率

売 上 高

売 上 原 価

１１７,４０８

７２,４００

％

１００.０

 ６１.７

１４２,００９

８４,６８７

％

 １００.０

 　５９.６

　売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

　　　　　４５,００７

３４,６１５

３８.３

２９.４

５７,３２２

４１,７９９

４０.４

２９.５

　営 業 利 益

営 業 外 収 益

１０,３９１

７９９

８.９

０.７

１５,５２２

８５４

１０.９

０.６

　受 取 利 息

　不 動 産 賃 貸 収 入

　そ の 他

営 業 外 費 用

　　　　　　　 ９４

４１２

２９２

８５６ ０.８

　　　　　　 １６０

４２８

２６５

１,３２１ ０.９

　支 払 利 息 ２１８ ３９２

　為 替 差 損 ９ ４２４

　賃 貸 不 動 産 維 持 費 ２８５ ２７０

　そ の 他 ３４３ ２３４

　経 常 利 益

特 別 利 益

１０,３３４

１５０

８.８

０.２

１５,０５４

－

１０.６

　固 定 資 産 売 却 益 　　　　１５０ －

特 別 損 失 ２１０ ０.２ １２６ ０.１

　固 定 資 産 売 却 損 － １０２

　投 資 有 価 証 券 評 価 損 － ２４

　退 職 給 付 会 計 適 用 に 伴 う

　会計基準変更時差異償却額 ２１０ －

　税 金 等 調 整 前

　当     期     純    利    益
１０,２７４ ８.８ １４,９２７ １０.５

　法人税、住民税及び事業税 １,０４８ ０.９ １,４５１ １.０

　法 人 税 等 調 整 額 ８０６ ０.７ １,９１３ １.４

　少   数   株   主   利    益 　　　　　 ５６ 　０.１ 　　　　　 ６１ 　０.０

　当     期     純    利    益 ８,３６３ ７.１ １１,５０１ ８.１

( ) ( )
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【訂正後】（7 ページ）

連　結　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

平成 17 年 3 月期

自 平成 16. 4. 1

至 平成 17. 3.31

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

　　　　　　　  　　 期　　別

                 

  

 科　　目 比　率 比　率

売 上 高

売 上 原 価

１１７,４０８

７２,４００

％

１００.０

 ６１.７

１４１,４８２

８４,４８６

％

 １００.０

 　５９.７

　売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

　　　　　４５,００７

３４,６１５

３８.３

２９.４

５６,９９６

４１,７９４

４０.３

２９.６

　営 業 利 益

営 業 外 収 益

１０,３９１

７９９

８.９

０.７

１５,２０１

８５４

１０.７

０.６

　受 取 利 息

　不 動 産 賃 貸 収 入

　そ の 他

営 業 外 費 用

　　　　　　　 ９４

４１２

２９２

８５６ ０.８

　　　　　　 １６０

４２８

２６５

１,３２１ ０.９

　支 払 利 息 ２１８ ３９２

　為 替 差 損 ９ ４２４

　賃 貸 不 動 産 維 持 費 ２８５ ２７０

　そ の 他 ３４３ ２３４

　経 常 利 益

特 別 利 益

１０,３３４

１５０

８.８

０.２

１４,７３３

－

１０.４

－

　固 定 資 産 売 却 益 　　　　１５０ －

特 別 損 失 ２１０ ０.２ ２１１ ０.１

　固 定 資 産 売 却 損 － １０２

　投 資 有 価 証 券 評 価 損 － ２４

　付 加 価 値 税 修 正 損 － ８４

　退 職 給 付 会 計 適 用 に 伴 う

　会計基準変更時差異償却額 ２１０ －

　税 金 等 調 整 前

　当     期     純    利    益
１０,２７４ ８.８ １４,５２２ １０.３

　法人税、住民税及び事業税 １,０４８ ０.９ １,４５１ １.０

　法 人 税 等 調 整 額 ８０６ ０.７ １,９１４ １.４

　少   数   株   主   利    益 　　　　　 ５６ 　０.１ 　　　　　 ６１ 　０.１

　当     期     純    利    益 ８,３６３ ７.１ １１,０９５ ７.８

( ) ( )
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【訂正前】（8 ページ）

連　結　剰　余　金　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

　　　　　　　　　　 期　　別

　科　　目

平成 17 年 3 月期

自 平成 16. 4. 1

至 平成 17. 3.31

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 　　　　２１,３８８ 　　　　２１,３８８

資 本 剰 余 金 増 加 高 － ２５

自 己 株 式 処 分 差 益 － ２５

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 　　　　２１,３８８ 　　　　２１,４１４

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 　　　　５７,９７５ 　　　　６４,９５９

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 　　　　５７,９７５ 　　　　６４,９５９

利 益 剰 余 金 増 加 高 　　　　　８,８７５ 　　　　１１,５０１

当 期 純 利 益 　　　　　８,３６３ 　　　　１１,５０１

在外子会社の米国会計基準

適用に伴う利益剰余金増加高
　　　　　　 ５１１ 　　　　　　 　　－

利 益 剰 余 金 減 少 高 　　　　　１,８９１ 　　　　　２,３８１

配 当 金 　　　　　１,８０５ 　　　　　２,２０３

取 締 役 賞 与 金 　　　　　　　 ４８ 　　　　　　　 ５８

在外子会社の英国会計基準

適用に伴う利益剰余金減少高 　　　　　　　 ３８ 　　　　　　 １１０

在外子会社の豪州会計基準

適用に伴う利益剰余金減少高 － １０

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 　　　　６４,９５９ 　　　　７４,０７９

()( )
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【訂正後】（8 ページ）

連　結　剰　余　金　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

　　　　　　　　　　 期　　別

　科　　目

平成 17 年 3 月期

自 平成 16. 4. 1

至 平成 17. 3.31

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 　　　　２１,３８８ 　　　　２１,３８８

資 本 剰 余 金 増 加 高 － ２５

自 己 株 式 処 分 差 益 － ２５

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 　　　　２１,３８８ 　　　　２１,４１４

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 　　　　５７,９７５ 　　　　６４,９５９

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 　　　　５７,９７５ 　　　　６４,９５９

利 益 剰 余 金 増 加 高 　　　　　８,８７５ 　　　　１１,０９５

当 期 純 利 益 　　　　　８,３６３ 　　　　１１,０９５

在外子会社の米国会計基準

適用に伴う利益剰余金増加高
　　　　　　 ５１１ 　　　　　　 　　－

利 益 剰 余 金 減 少 高 　　　　　１,８９１ 　　　　　２,３８１

配 当 金 　　　　　１,８０５ 　　　　　２,２０３

取 締 役 賞 与 金 　　　　　　　 ４８ 　　　　　　　 ５８

在外子会社の英国会計基準

適用に伴う利益剰余金減少高 　　　　　　　 ３８ 　　　　　　 １１０

在外子会社の豪州会計基準

適用に伴う利益剰余金減少高 － １０

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 　　　　６４,９５９ 　　　　７３,６７３

()( )
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【訂正前】（9ページ）

                             期    別

 科    目

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １０,２７４ １４,９２７

減 価 償 却 額 ３,９８２ ４,２７７

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ２７２ １７３

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △　　　　　　１０７ △　　　　　　１７６

支 払 利 息 ２１８ ３９２

売 上 債 権 の 増 加 額 △　　　　 ３,１３６ △　　　　 ６,０３１

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △　　　　 ３,２４２ △　　　　 １,９９６

仕 入 債 務 の 増 減 額 ７２１ △　　　　　　８２１

そ の 他 １,３５５ ８７

小 　　         　 計 １０,３３８ １０,８３２

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １１３ １７６

利 息 の 支 払 額 △　　　　　　２２７ △　　　　　　３９５

法 人 税 等 の 支 払 額 △　　　　　　９９３ △　　　　 １,３９１

９,２３１ ９,２２２

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　 ３,１２２ △　　　　　　４３５

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　 ４,００７ △　　　　 ３,８２９

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ５１１ １１７

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　　４０７ △　　　　　　６９１

そ の 他 △　　　　 １,０１７ １７７

△　　　　 ８,０４３ △　　　　 ４,６６２

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ６９５ ７１６

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　 １,３８３ △　　　　　　　９９

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 - １３７

配 当 金 の 支 払 額 △　　　　 １,８０３ △　　　　 ２,２００

そ の 他 △　　　　　　　７４ ９

△　　　　 ２,５６５ △　　　　 １,４３５

△　　　　　　１５２ ５４５

△　　　　 １,５２９ ３,６７１

２４,８９６ ２３,３６６

２３,３６６ ２７,３８９

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

３５２

自　平成 17. 4. 1

至　平成 18. 3.31

-

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

Ⅶ 連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金
及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

（単位　百万円）

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

平成17年3月期

自　平成 16. 4. 1

至　平成 17. 3.31

平成18年3月期

)()( )( )(
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【訂正後】（9ページ）

                             期    別

 科    目

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １０,２７４ １４,５２２

減 価 償 却 額 ３,９８２ ４,２７７

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ２７２ １７３

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △　　　　　　１０７ △　　　　　　１７６

支 払 利 息 ２１８ ３９２

売 上 債 権 の 増 加 額 △　　　　 ３,１３６ △　　　　 ５,３７３

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △　　　　 ３,２４２ △　　　　 ２,１９７

仕 入 債 務 の 増 減 額 ７２１ △　　　　　　８２１

そ の 他 １,３５５ ３５

小 　　         　 計 １０,３３８ １０,８３２

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １１３ １７６

利 息 の 支 払 額 △　　　　　　２２７ △　　　　　　３９５

法 人 税 等 の 支 払 額 △　　　　　　９９３ △　　　　 １,３９１

９,２３１ ９,２２２

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　 ３,１２２ △　　　　　　４３５

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　 ４,００７ △　　　　 ３,８２９

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ５１１ １１７

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　　４０７ △　　　　　　６９１

そ の 他 △　　　　 １,０１７ １７７

△　　　　 ８,０４３ △　　　　 ４,６６２

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ６９５ ７１６

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　 １,３８３ △　　　　　　　９９

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 - １３７

配 当 金 の 支 払 額 △　　　　 １,８０３ △　　　　 ２,２００

そ の 他 △　　　　　　　７４ ９

△　　　　 ２,５６５ △　　　　 １,４３５

△　　　　　　１５２ ５４５

△　　　　 １,５２９ ３,６７１

２４,８９６ ２３,３６６

２３,３６６ ２７,３８９Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

- ３５２
及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

Ⅶ 連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金

至　平成 17. 3.31 至　平成 18. 3.31

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

自　平成 16. 4. 1 自　平成 17. 4. 1

連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

（単位　百万円）

平成17年3月期 平成18年3月期

)()( )( )(
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【訂正前】（12 ページ）

(2)未経過リース料期末残高相当額

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月期）

1 年 内 126 百万円 112 百万円

1 年 超 144 83
合    計 271 196

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月期）

支 払 リ ー ス 料 149 百万円 142 百万円

減価償却費相当額 137 130
支 払 利 息 相 当 額 3 3

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(5)支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっている。

2.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月期）

1 年 内 77 百万円 139 百万円

1 年 超 154 213
合    計 232 352

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月

期）

現金及び預金勘定 9,088 百万円 9,018 百万円

預け金勘定 14,277 18,370
計 23,366 27,389

現金及び現金同等物の期末残高 23,366 27,389

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
（繰 延 税 金 資 産）

退 職 給 付 引 当 金 1,274 百万円 1,569 百万円

未 払 賞 与 803 853
た な 卸 資 産 評 価 損 619 738
未 払 金 413 426
繰 越 欠 損 金 5,999 1,322
繰 越 外 国 税 額 控 除 - 570
そ の 他 794 728

繰 延 税 金 資 産 小 計 9,904 6,209
評 価 性 引 当 額 △　2,304 △ 　102

繰 延 税 金 資 産 合 計 7,600 6,107
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 506 1,163
そ の 他 22 164

繰 延 税 金 負 債 合 計 529 1,327
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 7,071 4,780
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【訂正後】（12 ページ）

(2)未経過リース料期末残高相当額

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月期）

1 年 内 126 百万円 112 百万円

1 年 超 144 83
合    計 271 196

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月期）

支 払 リ ー ス 料 149 百万円 142 百万円

減価償却費相当額 137 130
支 払 利 息 相 当 額 3 3

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(5)支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっている。

2.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月期）

1 年 内 77 百万円 139 百万円

1 年 超 154 213
合    計 232 352

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

（平成 17 年 3 月期） （平成 18 年 3 月

期）

現金及び預金勘定 9,088 百万円 9,018 百万円

預け金勘定 14,277 18,370
計 23,366 27,389

現金及び現金同等物の期末残高 23,366 27,389

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
（繰 延 税 金 資 産）

退 職 給 付 引 当 金 1,274 百万円 1,569 百万円

未 払 賞 与 803 853
た な 卸 資 産 評 価 損 619 738
未 払 金 413 -
繰 越 欠 損 金 5,999 1,322
繰 越 外 国 税 額 控 除 - 570
そ の 他 794 1,155

繰 延 税 金 資 産 小 計 9,904 6,209
評 価 性 引 当 額 △　2,304 △ 　102

繰 延 税 金 資 産 合 計 7,600 6,107
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 506 1,163
そ の 他 22 164

繰 延 税 金 負 債 合 計 529 1,327
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 7,071 4,779
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【訂正前】（14 ページ）
セ グ メ ン ト 情 報

１． 事業の種類別セグメント情報

平成１７年３月期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

 113,615

     －

   3,792

     －

 117,408

　   －

     －

(    － )

 117,408

     －
計  113,615    3,792  117,408 (    － )  117,408

　 営　　業　　費　　用  103,513    3,502  107,016 (    － )  107,016
　 営　　業　　利　　益   10,102      289   10,391 (    － )   10,391
Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  114,426    6,079  120,506      －  120,506
　 減　価　償　却　費    3,758      224    3,982      －    3,982
　 資　本　的　支　出    4,170      273    4,443      －    4,443

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

 138,081

     －

   3,927

     －

 142,009

　   －

   －
  
(    － )

  142,009

      －
計  138,081    3,927  142,009 (    － )   142,009

　 営　　業　　費　　用  123,187    3,300  126,487 (    － )   126,487
　 営　　業　　利　　益   14,894      627   15,522 (    － )    15,522
Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  129,513    6,228  135,741      －   135,741
　 減　価　償　却　費    4,083      194    4,277      －     4,277
　 資　本　的　支　出    4,381      140    4,521      －     4,521

（注）１．事業区分の方法

事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して、電動工具、ライフサイエンス機器に

区分している。

２． 各事業区分の主要製品

主　　　　要　　　　製　　　　品

電 動 工 具       

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、建設用電動工具、

空気工具（釘打機、ネジ打機、釘打機用コンプレッサ）、木工機械、

家庭用電動工具、集じん機、エンジン機器、アクセサリ（消耗部品）、

食品機械

ライフサイエンス

機　　　　　　器

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用遠心機、

ＬＡ（ラボ・オートメーション）機器、真空ポンプ
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【訂正後】（14 ページ）
セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

平成１７年３月期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

 113,615

     －

   3,792

     －

 117,408

　   －

     －

(    － )

 117,408

     －
計  113,615    3,792  117,408 (    － )  117,408

　 営　　業　　費　　用  103,513    3,502  107,016 (    － )  107,016
　 営　　業　　利　　益   10,102      289   10,391 (    － )   10,391
Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  114,426    6,079  120,506      －  120,506
　 減　価　償　却　費    3,758      224    3,982      －    3,982
　 資　本　的　支　出    4,170      273    4,443      －    4,443

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

 137,554

     －

   3,927

     －

 141,482

　   －

   －
  
(    － )

  141,482

      －
計  137,554    3,927  141,482 (    － )   141,482

　 営　　業　　費　　用  122,981    3,300  126,281 (    － )   126,281
　 営　　業　　利　　益   14,573      627   15,201 (    － )    15,201
Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  129,045    6,228  135,274      －   135,274
　 減　価　償　却　費    4,083      194    4,277      －     4,277
　 資　本　的　支　出    4,381      140    4,521      －     4,521

（注）１．事業区分の方法

事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して、電動工具、ライフサイエンス機器に

区分している。

２．各事業区分の主要製品

主　　　　要　　　　製　　　　品

電 動 工 具       

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、建設用電動工具、

空気工具（釘打機、ネジ打機、釘打機用コンプレッサ）、木工機械、

家庭用電動工具、集じん機、エンジン機器、アクセサリ（消耗部品）、

食品機械

ライフサイエンス

機　　　　　　器

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用遠心機、

ＬＡ（ラボ・オートメーション）機器、真空ポンプ
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【訂正前】（15 ページ）

２． 所在地別セグメント情報

平成１７年３月期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 44,630

 24,092

  7,832

 18,419

 23,969

    440

 37,162

      7

  3,813

      5

117,408

 42,965

    －

(42,965)

117,408

    －

計  68,723  26,252  24,410  37,170   3,818 160,373 (42,965) 117,408
　 営　　業　　費　　用  60,676  24,565  24,123  36,252   3,721 149,339 (42,323) 107,016
　 営　　業　　利　　益   8,046   1,686   286     918      96  11,034 (642)  10,391
Ⅱ 資　　　　　　　　産  88,055  15,207  19,040  17,202   1,733 141,238 (20,732) 120,506

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　   　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,658

 28,538

  7,115

 26,149

 34,448

    343

 46,756

      6

  4,030

    －

142,009

 55,038

    －

(55,038)

142,009

    －
計  78,196  33,265  34,791  46,762   4,031 197,047 (55,038) 142,009

　 営　　業　　費　　用  66,800  31,164  33,767  45,548   3,879 181,160 (54,672) 126,487
　 営　　業　　利　　益  11,396   2,100 1,024   1,214     151  15,887 (   365)  15,522
Ⅱ 資　　　　　　　　産  88,133  20,447  24,708  22,526   2,008 157,824 (22,082) 135,741

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ の 他     ……オーストラリア
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【訂正後】（15 ページ）

２． 所在地別セグメント情報

平成１７年３月期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 44,630

 24,092

  7,832

 18,419

 23,969

    440

 37,162

      7

  3,813

      5

117,408

 42,965

    －

(42,965)

117,408

    －

計  68,723  26,252  24,410  37,170   3,818 160,373 (42,965) 117,408
　 営　　業　　費　　用  60,676  24,565  24,123  36,252   3,721 149,339 (42,323) 107,016
　 営　　業　　利　　益   8,046   1,686   286     918      96  11,034 (642)  10,391
Ⅱ 資　　　　　　　　産  88,055  15,207  19,040  17,202   1,733 141,238 (20,732) 120,506

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　   　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,658

 28,100

  7,115

 26,149

 33,920

    343

 46,756

      6

  4,030

      0

141,482

 54,601

    －

(54,601)

141,482

    －
計  77,759  33,265  34,264  46,762   4,031 196,083 (54,601) 141,482

　 営　　業　　費　　用  66,498  31,164  33,508  45,548   3,879 180,599 (54,317) 126,281
　 営　　業　　利　　益  11,261   2,100   755   1,214     151  15,484 (   283)  15,201
Ⅱ 資　　　　　　　　産  87,998  20,328  24,077  22,372   2,008 156,785 (21,510) 135,274

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ の 他     ……オーストラリア
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【訂正前】（16 ページ）

３．海 外 売 上 高

平成１７年３月期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     7,093    24,714    38,210     4,603   74,622

Ⅱ 連 結 売 上 高  117,408

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
     6.0%     21.1%     32.6%      3.9%    63.6%

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     7,596    34,403    48,277     4,851   95,128

Ⅱ 連 結 売 上 高  142,009

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
5.4%　 24.2%　 34.0%　 3.4%　 67.0%　

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア　ジ　ア……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ　の　他……オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【訂正後】（16 ページ）

３．海 外 売 上 高

平成１７年３月期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     7,093    24,714    38,210     4,603   74,622

Ⅱ 連 結 売 上 高  117,408

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
     6.0%     21.1%     32.6%      3.9%    63.6%

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     7,596    33,876    48,277     4,851   94,601

Ⅱ 連 結 売 上 高  141,482

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
5.4%　 24.0%　 34.1%　 3.4%　 66.9%　

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア　ジ　ア……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ　の　他……オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【訂正前】　（20ページ）

平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 4月 26日

上   場   会   社   名     日立工機株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.hitachi-koki.co.jp/） 東京都

代　　　表　　　者　　 役職名 取締役社長 氏名　鍵 本　孝 三

問合せ先責任者　　 役職名 東京管理部長 氏名　尾 木　克 彦 TEL (03) 5783 - 0601

決算取締役会開催日　　平成 18年 4月 26日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成 18年 6月 29日 定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 28日

単元株制度採用の有無　有 (１単元　1,000 株)

１.  18年 3月期の業績 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1) 経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 72,880 11.2 10,752 49.4 11,719 25.5
17年 3月期 65,512 8.8 7,199 54.1 9,341 66.8

  当　期　純　利　益
１株当たり

当期純利益
潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 9,783 19.0 92.55 92.28 9.9 10.3 16.1
17年 3月期 8,224 37.4 77.46 77.36 9.0 8.8 14.3

（注） ① 期中平均株式数 18年3月期  104,954,104                  17年3月期  105,431,189

　　　 ② 会計処理の方法の変更 　　有　　（内容）　減損会計基準の適用

　　　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況
配当金総額 株主資本

中　間 期　末 (年　間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年 3月期 24.00 10.00 14.00 2,520 25.9 2.5
17年 3月期 20.00 9.00 11.00 2,103 25.8 2.2

（注） 18年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　2 円 00 銭 

(3) 財政状態
総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年 3月期 117,930 102,745 87.1 977.35
17年 3月期 110,201 94,057 85.4 896.52

(注)  ① 期末発行済株式数　　　18年 3月期     105,055,482 株　　　　　17年 3月期     104,849,349 株

       ② 期末自己株式数　　　　 18年 3月期       18,017,294 株   　　　 17年 3月期       18,223,427 株

２.  19年 3月期の業績予想 （平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日）
売 上 高 経常利益 当期純利益 １株当たり

年間配当金
百万円 百万円 百万円 円　銭

中間期 37,600 5,900 3,700 －
通　 期 76,000 12,000 7,500     ※      24.00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）    71円26銭 

 中間期末日及び期末日以外の日を基準日とする現金配当：     有

なお、上記の配当予想については平成18年6月28日開催予定の当社株主総会において、会社法第459条第１項に基づき

「剰余金の配当等を取締役会が決定する」旨の定款の変更が承認されることを条件といたします。

１株当たり年間配当金

（百万円未満切捨）

配当性向

※配当予想における1株当たり年間配当金の内訳

配当基準日 18年6月30日 18年9月30日(中間) 18年12月31日 19年3月31日(期末)
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

1株当たり配当金 6.00 6.00 6.006.00
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【訂正後】　（20ページ）

平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 4月 26日

上   場   会   社   名     日立工機株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.hitachi-koki.co.jp/） 東京都

代　　　表　　　者　　 役職名 取締役社長 氏名　鍵 本　孝 三

問合せ先責任者　　 役職名 東京管理部長 氏名　尾 木　克 彦 TEL (03) 5783 - 0601

決算取締役会開催日　　平成 18年 4月 26日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成 18年 6月 29日 定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 28日

単元株制度採用の有無　有 (１単元　1,000 株)

１.  18年 3月期の業績 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1) 経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 72,443 10.6 10,617 47.5 11,573 23.9
17年 3月期 65,512 8.8 7,199 54.1 9,341 66.8

  当　期　純　利　益
１株当たり

当期純利益
潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 9,344 13.6 88.37 88.11 9.5 10.2 16.0
17年 3月期 8,224 37.4 77.46 77.36 9.0 8.8 14.3

（注） ① 期中平均株式数 18年3月期  104,954,104                  17年3月期  105,431,189

　　　 ② 会計処理の方法の変更 　　有　　（内容）　減損会計基準の適用

　　　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況
配当金総額 株主資本

中　間 期　末 (年　間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年 3月期 24.00 10.00 14.00 2,520 27.2 2.5
17年 3月期 20.00 9.00 11.00 2,103 25.8 2.2

（注） 18年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　2 円 00 銭 

(3) 財政状態
総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年 3月期 117,491 102,307 87.1 973.17
17年 3月期 110,201 94,057 85.4 896.52

(注)  ① 期末発行済株式数　　　18年 3月期     105,055,482 株　　　　　17年 3月期     104,849,349 株

       ② 期末自己株式数　　　　 18年 3月期       18,017,294 株   　　　 17年 3月期       18,223,427 株

２.  19年 3月期の業績予想 （平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日）
売 上 高 経常利益 当期純利益 １株当たり

年間配当金
百万円 百万円 百万円 円　銭

中間期 37,600 5,900 3,700 －
通　 期 76,000 12,000 7,500     ※      24.00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）    71円26銭 

 中間期末日及び期末日以外の日を基準日とする現金配当：     有

なお、上記の配当予想については平成18年6月28日開催予定の当社株主総会において、会社法第459条第１項に基づき

「剰余金の配当等を取締役会が決定する」旨の定款の変更が承認されることを条件といたします。

（百万円未満切捨）

１株当たり年間配当金
配当性向

※配当予想における1株当たり年間配当金の内訳

配当基準日 18年6月30日 18年9月30日(中間) 18年12月31日 19年3月31日(期末)
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

6.00 6.001株当たり配当金 6.00 6.00
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【訂正前】（21ページ）

貸  借  対  照  表
（単位 百万円）

期  別   平成17年3月期（Ａ）  平成18年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 （平成17.3.31現在） （平成18.3.31現在） （Ｂ）－（Ａ）

（ 資 産 の 部 ）

６０,９５０ ５５,６１５ △  ５,３３４ 

現 金 及 び 預 金 ３,２５３ ３,６３８ 　     　 ３８４ 

受 取 手 形 ８２８ ７６２  △ 　    ６６ 

売 掛 金 １９,３６０ １８,６０８ △     ７５２ 

製 品 ３,０２０ ３,９１３ ８９２ 

半 製 品 ８２１ １,１５７ 　     　 ３３６ 

材 料 １３８ １７６ 　    　 ３７ 

仕 掛 品 ２６９ １,６２８ 　    １,３５８ 

未 収 入 金 ７,７９０ ５５０ △　７,２３９ 

関係会社短期貸付金 ８,５８６ ５,３２８ △  ３,２５７ 

関 係 会 社 預 け 金 １３,２６６ １６,８７８ 　   ３,６１２ 

繰 延 税 金 資 産 ３,４５２ ２,８８８ △     ５６４ 

そ の 他 の 流 動 資 産 １８２ １０４ △       ７７ 

貸 倒 引 当 金 △ 　　   ２１ △ 　　   ２０ 　   　  　 　１ 

４９,２５１ ６２,３１４ １３,０６３ 

１４,９０４ １９,５５６ 　    ４,６５２ 

建 物 １０,４９０ １０,３２５ △     １６４ 

構 築 物 ７１９ ７７０ 　          ５１ 

機 械 及 び 装 置 ６８０ ４,５３５ 　     ３,８５４ 

車 両 運 搬 具 １３８ １６６ 　          ２８ 

工 具 器 具 備 品 ６６９ １,５９４ 　    　 ９２５ 

土 地 ２,１０３ ２,１４６ 　   　 　４３ 

建 設 仮 勘 定 １０２ １７ △       ８５ 

６３７ １,０１６ 　     　 ３７８ 

施 設 利 用 権 １２ ９ △         ２ 

ソ フ ト ウ ェ ア ６２５ １,００６ 　     　 ３８１ 

３３,７０９ ４１,７４１ ８,０３２ 

投 資 有 価 証 券 ２,２１８ ３,７５８ 　     １,５４０ 

関 係 会 社 株 式 ２８,８７０ ３６,５１５ ７,６４４ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 ６５７ ６９６ 　          ３９ 

長 期 前 払 費 用 ２ ０ △         ２ 

繰 延 税 金 資 産 １,５９１ ８１７ △     ７７３ 

その他の投資その他の資産 １,２２５ ４４４ △     ７８０ 

海外投資等損失引当金 △   　　８５５ △   　　４９０ ３６４ 

１１０,２０１ １１７,９３０ ７,７２９ 

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

26



【訂正後】（21ページ）

貸  借  対  照  表
（単位 百万円）

期  別   平成17年3月期（Ａ）  平成18年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 （平成17.3.31現在） （平成18.3.31現在） （Ｂ）－（Ａ）

（ 資 産 の 部 ）

６０,９５０ ５５,５３５ △  ５,４１４ 

現 金 及 び 預 金 ３,２５３ ３,６３８ 　     　 ３８４ 

受 取 手 形 ８２８ ７６２  △ 　    ６６ 

売 掛 金 １９,３６０ １８,１７１ △　１,１８９ 

製 品 ３,０２０ ４,２１５ １,１９４ 

半 製 品 ８２１ １,１５７ 　     　 ３３６ 

材 料 １３８ １７６ 　    　 ３７ 

仕 掛 品 ２６９ １,６２８ 　    １,３５８ 

未 収 入 金 ７,７９０ ５５０ △　７,２３９ 

関係会社短期貸付金 ８,５８６ ５,３２８ △  ３,２５７ 

関 係 会 社 預 け 金 １３,２６６ １６,８７８ 　   ３,６１２ 

繰 延 税 金 資 産 ３,４５２ ２,９４３ △     ５０９ 

そ の 他 の 流 動 資 産 １８２ １０４ △       ７７ 

貸 倒 引 当 金 △ 　　   ２１ △ 　　   ２０ 　   　  　 　１ 

４９,２５１ ６１,９５６ １２,７０４ 

１４,９０４ １９,５５６ 　    ４,６５２ 

建 物 １０,４９０ １０,３２５ △     １６４ 

構 築 物 ７１９ ７７０ 　          ５１ 

機 械 及 び 装 置 ６８０ ４,５３５ 　     ３,８５４ 

車 両 運 搬 具 １３８ １６６ 　          ２８ 

工 具 器 具 備 品 ６６９ １,５９４ 　    　 ９２５ 

土 地 ２,１０３ ２,１４６ 　   　 　４３ 

建 設 仮 勘 定 １０２ １７ △       ８５ 

６３７ １,０１６ 　     　 ３７８ 

施 設 利 用 権 １２ ９ △         ２ 

ソ フ ト ウ ェ ア ６２５ １,００６ 　     　 ３８１ 

３３,７０９ ４１,３８３ ７,６７３ 

投 資 有 価 証 券 ２,２１８ ３,７５８ 　     １,５４０ 

関 係 会 社 株 式 ２８,８７０ ３５,６６５ ６,７９５ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 ６５７ ６９６ 　          ３９ 

長 期 前 払 費 用 ２ ０ △         ２ 

繰 延 税 金 資 産 １,５９１ ８１７ △     ７７３ 

その他の投資その他の資産 １,２２５ ４４４ △     ７８０ 

海外投資等損失引当金 △   　　８５５ － ８５５ 

１１０,２０１ １１７,４９１ ７,２９０ 

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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【訂正前】（22ページ）

（単位 百万円）

期  別   平成17年3月期（Ａ）  平成18年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 (平成17.3.31現在) (平成18.3.31現在) （Ｂ）－（Ａ）

（ 負 債 の 部 ）

１３,９４５ １１,８０６ △ 　２,１３８ 

買 掛 金 ８,４０５ ６,２２５ △ 　２,１７９ 

未 払 金 ７８５ ６５６ △  　　１２９ 

未 払 費 用 ２,７８９ ３,４２３ ６３３ 

未 払 法 人 税 等 ２２５ １４１ △   　   ８３ 

預 り 金 １,４５２ １,１９１ △ 　   ２６１ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ２８５ １６７ △ 　   １１７ 

２,１９８ ３,３７８ １,１８０ 

退 職 給 付 引 当 金 ２,０６１ ３,１７２ １,１１１ 

役員退職慰労引当金 １３７ ２０５     ６８ 

１６,１４３ １５,１８４ △ 　   ９５８ 

（ 資 本 の 部 ）

１７,８１３ １７,８１３ － 

２１,３８８ ２１,４１４     ２５ 

資 本 準 備 金 ２１,３８８ ２１,３８８ － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 － ２５     ２５ 

６１,７１７ ６９,４２１ ７,７０４ 

利 益 準 備 金 ３,０８０ ３,０８０ － 

別 途 積 立 金 ３５,３００ ３５,３００ － 

当 期 未 処 分 利 益 ２３,３３６ ３１,０４１ ７,７０４ 

７４４ １,６８８ ９４３ 

△ 　７,６０６ △ 　７,５９２     １４ 

９４,０５７ １０２,７４５ ８,６８７ 

１１０,２０１ １１７,９３０ ７,７２９ 

流 動 負 債

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

固 定 負 債

負 債 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計
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【訂正後】（22ページ）

（単位 百万円）

期  別   平成17年3月期（Ａ）  平成18年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 (平成17.3.31現在) (平成18.3.31現在) （Ｂ）－（Ａ）

（ 負 債 の 部 ）

１３,９４５ １１,８０６ △ 　２,１３８ 

買 掛 金 ８,４０５ ６,２２５ △ 　２,１７９ 

未 払 金 ７８５ ６５６ △  　　１２９ 

未 払 費 用 ２,７８９ ３,４２３ ６３３ 

未 払 法 人 税 等 ２２５ １４１ △   　   ８３ 

預 り 金 １,４５２ １,１９１ △ 　   ２６１ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ２８５ １６７ △ 　   １１７ 

２,１９８ ３,３７８ １,１８０ 

退 職 給 付 引 当 金 ２,０６１ ３,１７２ １,１１１ 

役員退職慰労引当金 １３７ ２０５     ６８ 

１６,１４３ １５,１８４ △ 　   ９５８ 

（ 資 本 の 部 ）

１７,８１３ １７,８１３ － 

２１,３８８ ２１,４１４     ２５ 

資 本 準 備 金 ２１,３８８ ２１,３８８ － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 － ２５     ２５ 

６１,７１７ ６８,９８３ ７,２６５ 

利 益 準 備 金 ３,０８０ ３,０８０ － 

別 途 積 立 金 ３５,３００ ３５,３００ － 

当 期 未 処 分 利 益 ２３,３３６ ３０,６０２ ７,２６５ 

７４４ １,６８８ ９４３ 

△ 　７,６０６ △ 　７,５９２     １４ 

９４,０５７ １０２,３０７ ８,２４９ 

１１０,２０１ １１７,４９１ ７,２９０ 

流 動 負 債

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

固 定 負 債

負 債 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計
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損  益  計  算  書
（単位 百万円）

期    別

比 較 増 減

（Ｂ）－（Ａ）

科    目

７,３６８ 

２,５５７ 

４,８１０ 

１,２５８ 

３,５５２ 

△ 　   ８０２ 

△    　　  ９ 

５１４ 

２７ △        ２７ 

△ 　   ３３４ 

４ 

３７２ 

２ 

５０６ 

△ 　   ２３９ 

１０３ 

２,３７７ 

２７ 

２７ 

△        ７３ 

２４ 

２,４７９ 

５ 

９１５ 

１,５５９ 

６,０６２ 

１８１ 

９９ 

７,７０４ 

【訂正前】（23ページ）

１,０４９ ９５０ 

５７１ ９４４ 

５０６ 

４０ 

９,７８３ １３.４ １２.６ 

支 払 利 息 １ 

合併引継未処分利益 － １８１ 

投資有価証券評価損

退職給付会計適用に伴う

－ 

△ 　   ９５０ 
引 当 金 戻 入 額

１.３ 営 業 外 費 用

４８ 

１,３１４ 

そ の 他 ５２ 

４.１ 

特 別 損 失

３ 

為 替 差 損 － 

０.９ 

海 外 投 資 等 損 失

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 収 入

為 替 差 益

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

売 上 総 利 益

営 業 利 益

比  率

１００.０ 

４４,６９７ 

３８.７ 

％ 

７,１９９ 

６１.３ ４２,１４０ 

１７,４３１ ２３.９ 

２３,３７２ ２８,１８３ 

平成17年3月期（Ａ）

（ ）

売 上 高

比  率

自 平成17．4． 1

至 平成18．3．31
（

平成18年3月期（Ｂ）

７２,８８０ 

自 平成16．4． 1
）

２４.７ 

１１.０ 

至 平成17．3．31

３５.７ 

％ 

６５,５１２ １００.０ 

６４.３ 

２,７１４ 

１６,１７３ 

１６.１ 

２.６ 

７８０ 

１４.８ １０,７５２ 

５７ 

４８５ 

４８ 

１,９１１ 

１４０ 

０.０ 

１１,７３５ 

０.０ 

１６.１ 

４０ 

１,０００ 

４４５ 

３６４ 

２.５ 

１６,０６２ 

９,２５６ 

１３５ 

８９７ 

８,２２４ 

０.２ 

２２,１２５ 

１.３ 

１４.１ 

法 人 税 等 調 整 額

法人税､住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

３１,０４１ 

１,８１２ 

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

２３,３３６ 

０.２ 

２７８ ５１８ 

９,３４１ 

５２ １５５ 

１４.２ 

２４ 

１１,７１９ 

特 別 利 益

１２ 土 地 売 却 益

賃 貸 不 動 産 維 持 費

経 常 利 益

そ の 他

△        ９７ 

０.１ 

０.０ 

－ 

９７ 

１２ 

９７ 

－ 

２４ 

会計基準変更時差異償却額
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損  益  計  算  書
（単位 百万円）

期    別

比 較 増 減

（Ｂ）－（Ａ）

科    目

６,９３１ 

２,２５４ 

４,６７６ 

１,２５８ 

３,４１８ 

△ 　   ８１３ 

△    　　  ９ 

５１４ 

２７ △        ２７ 

△ 　   ３３４ 

４ 

３７２ 

２ 

５０６ 

△ 　   ２３９ 

１０３ 

２,２３１ 

２７ 

２７ 

２７４ 

２４ 

３４７ 

１,９８５ 

５ 

８６０ 

１,１２０ 

６,０６２ 

１８１ 

９９ 

７,２６５ 

５０６ 

合 併 引 継 未 処 分 利 益 － １８１ 

１,０４９ ９５０ 

－ 

【訂正後】（23ページ）

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

退 職 給 付 会 計 適 用 に 伴 う

１.３ 営 業 外 費 用

４８ そ の 他

３ 

為 替 差 損

不 動 産 賃 貸 収 入

為 替 差 益

売 上 総 利 益

４８ 

営 業 利 益

受 取 配 当 金

１７,４３１ ２４.７ 

１１.０ 

４.１ 

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

２４.０ 

１４.７ １０,６１７ 

平成18年3月期（Ｂ）

２８,０４８ 

比  率

１００.０ 

４４,３９５ 

３８.７ 

７２,４４３ 

６１.３ 

平成17年3月期（Ａ）

（ ）

売 上 高

比  率

自 平成17．4． 1

至 平成18．3．31
（

自 平成16．4． 1
）

％ 

２,７１４ 

１６,１７３ 

７,１９９ 

至 平成17．3．31

７８０ 

３５.７ 

％ 

６５,５１２ １００.０ 

６４.３ 

２３,３７２ 

４２,１４０ 

５７ 

４８５ 

１１,２４２ 

０.０ 

１５.５ 

４０ 

　４０ 

０.５ 

１,９００ 

１６.０ 

２.６ 

２７８ 

５２ 

１,０００ 

４４５ 

３５３ 

－ 

９４４ 

８,２２４ 

０.２ 

２２,１２５ 

９,３４４ １２.９ １２.６ 

２.４ １.３ 

２３,３３６ 

３７１ 

－ 

２４ 

１４０ 

１６,０６２ 

９,２５６ 

１３５ 

３０,６０２ 

１,７５７ 

関 係 会 社 株 式 評 価 損

特 別 利 益

土 地 売 却 益

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額

法人税､住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益 １４.１ 

０.２ 

会計基準変更時差異償却額

８９７ 

９,３４１ 

５２ １５５ そ の 他

１４.２ 経 常 利 益 １１,５７３ 

△        ９７ 

０.１ 

０.０ 

－ 

９７ 

１２ 

９７ 

１２ 

－ ３４７ 

賃 貸 不 動 産 維 持 費

引 当 金 戻 入 額
△ 　   ９６１ １,３１４ 

海 外 投 資 等 損 失

５１８ 

０.９ ５７１ 

支 払 利 息 １ 
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【訂正前】（24ページ）

利  益  処  分  案

（単位 百万円）

期    別  平成17年3月期（Ａ）  平成18年3月期（Ｂ）

自 平成16.4. 1 自 平成17.4. 1 比  較  増  減

科    目 至 平成17.3.31 至 平成18.3.31 （Ｂ） － （Ａ）

２３,３３６ ３１,０４１ ７,７０４ 

こ れ を 下 記 の と お り 処 分 し ま す 。

利 益 配 当 金 １,１５３ １,４７０ ３１７ 

(１株につき１１円) (１株につき１４円)

取 締 役 賞 与 金 ５８ ７０ １２ 

２２,１２５ ２９,５００ ７,３７４ 

(注)  中   間   配   当   金

( 平成17年3月期 ) ( 平成18年3月期 )

 ９５０百万円  １,０４９百万円 

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

（ ）（ ）（ ）

部　門　別　売　上　高

期    別  平成17年3月期  平成18年3月期

自 平成16.4. 1 自 平成17.4. 1 伸 長 率

部　　門 至 平成17.3.31 比　率 至 平成18.3.31 比　率

％ ％ ％

６１，７２０　 ９４．２　 ６８，９５３　 ９４．６　 １１．７　

３，７９２　 ５．８　 ３，９２７　 ５．４　 ３．６　

６５，５１２　 １００．０　 ７２，８８０　 １００．０　 １１．２　

（２７，０３７） （４１．３） （３２，１４５） （４４．１） （１８．９）（ う ち 輸 出 ）

（単位 百万円）

電 動 工 具

ラ イ フ サ イ エ ンス 機器

合　　　　　計　

（ ）（ ）（ ）
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【訂正後】（24ページ）

利  益  処  分  案

（単位 百万円）

期    別  平成17年3月期（Ａ）  平成18年3月期（Ｂ）

自 平成16.4. 1 自 平成17.4. 1 比  較  増  減

科    目 至 平成17.3.31 至 平成18.3.31 （Ｂ） － （Ａ）

２３,３３６ ３０,６０２ ７,２６５ 

こ れ を 下 記 の と お り 処 分 し ま す 。

利 益 配 当 金 １,１５３ １,４７０ ３１７ 

(１株につき１１円) (１株につき１４円)

取 締 役 賞 与 金 ５８ ７０ １２ 

２２,１２５ ２９,０６１ ６,９３６ 

(注)  中   間   配   当   金

( 平成17年3月期 ) ( 平成18年3月期 )

 ９５０百万円  １,０４９百万円 

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

（ ）（ ）（ ）

部　門　別　売　上　高

期    別  平成17年3月期  平成18年3月期

自 平成16.4. 1 自 平成17.4. 1 伸 長 率

部　　門 至 平成17.3.31 比　率 至 平成18.3.31 比　率

％ ％ ％

６１，７２０　 ９４．２　 ６８，５１６　 ９４．６　 １１．０　

３，７９２　 ５．８　 ３，９２７　 ５．４　 ３．６　

６５，５１２　 １００．０　 ７２，４４３　 １００．０　 １０．６　

（２７，０３７） （４１．３） （３１，７０８） （４３．８） （１７．３）（ う ち 輸 出 ）

（単位 百万円）

電 動 工 具

ラ イ フ サ イ エ ンス 機器

合　　　　　計　

（ ）（ ）（ ）

33



【訂正前】（26 ページ）

７．ヘッジ会計の方法
  ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっている。
　　なお、要件を満たしている金利通貨スワップ取引については、金利スワップと通貨スワップを
　　一体としてそれぞれ特例処理及び振当処理によっている。

　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘ ッ ジ 手 段　　　　ヘ ッ ジ 対 象
　　金利通貨スワップ　　　外貨建貸付金
　　為替予約　　　　　　　外貨建予定取引

　ヘッジ方針
　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを
　　回避するために、必要な範囲内で利用している。

ヘッジの有効性評価の方法
為替予約はヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件(通貨、期間、金額等)が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を相殺するものと想
定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略している。
また、金利スワップは特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているため、通貨
スワップは為替相場の変動によるキャッシュ･フローの変動を完全に相殺するものと想定され
るため、ヘッジの有効性の判定は省略している。

８．その他財務諸表作成のための重要な事項
  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

会計処理の変更
当会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準（企業会計審議会　平成 14 年 8 月 9 日）」及
び企業会計基準適用指針第 6 号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（企業会計基準委員
会  平成 15 年 10 月 31 日）」を適用している。これによる損益への影響はない。

[注記事項]

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

20,299 百万円 44,031 百万円

２．関係会社に対する主な資産及び負債
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

売 掛 金 10,477 百万円 9,580 百万円

未 収 入 金 7,322 188
買 掛 金 3,409 1,312
未 払 金 368 425
預 り 金 1,374 1,065

３．保 証 債 務          
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

関 係 会 社 857 百万円 1,527 百万円

(対象会社数) ( 4 社 ) ( 6 社 )
従 業 員 39 44

４．輸出手形未決済残高
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

42 百万円 155 百万円
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【訂正後】（26 ページ）

７．ヘッジ会計の方法
  ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっている。
　　なお、要件を満たしている金利通貨スワップ取引については、金利スワップと通貨スワップを
　　一体としてそれぞれ特例処理及び振当処理によっている。

　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘ ッ ジ 手 段　　　　ヘ ッ ジ 対 象
　　金利通貨スワップ　　　外貨建貸付金
　　為替予約　　　　　　　外貨建予定取引

　ヘッジ方針
　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを
　　回避するために、必要な範囲内で利用している。

ヘッジの有効性評価の方法
為替予約はヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件(通貨、期間、金額等)が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を相殺するものと想
定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略している。
また、金利スワップは特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているため、通貨
スワップは為替相場の変動によるキャッシュ･フローの変動を完全に相殺するものと想定され
るため、ヘッジの有効性の判定は省略している。

８．その他財務諸表作成のための重要な事項
  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

会計処理の変更
当会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準（企業会計審議会　平成 14 年 8 月 9 日）」及
び企業会計基準適用指針第 6 号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（企業会計基準委員
会  平成 15 年 10 月 31 日）」を適用している。これによる損益への影響はない。

[注記事項]

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

20,299 百万円 44,031 百万円

２．関係会社に対する主な資産及び負債
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

売 掛 金 10,477 百万円 9,143 百万円

未 収 入 金 7,322 188
買 掛 金 3,409 1,312
未 払 金 368 425
預 り 金 1,374 1,065

３．保 証 債 務          
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

関 係 会 社 857 百万円 1,527 百万円

(対象会社数) ( 4 社 ) ( 6 社 )
従 業 員 39 44

４．輸出手形未決済残高
( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )

42 百万円 155 百万円
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【訂正前】（27 ページ）

（損益計算書関係）

１．関係会社との主な取引

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
売 上 高 29,949 百万円 35,355 百万円

商品及び材料仕入高 36,335 9,822
受 取 配 当 金 474 985
不 動 産 賃 貸 収 入 367 16

２．販売費及び一般管理費の主な内訳

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
(1) 販 売 直 接 費

荷 造 及 び 発 送 費 1,354 百万円 1,540 百万円

広 告 宣 伝 費 398 545
販 売 奨 励 費 2,748 2,756

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
(2) 販売間接費及び一般管理費

給 料 諸 手 当 4,756 百万円 5,324 百万円

退 職 給 付 費 用 723 685
減 価 償 却 費 247 287
賃 借 料 683 676
研 究 開 発 費 721 832
外 注 経 費 873 549

(3) 販売費に属する費用のおおよその割合

         76 %          75 %

３．研究開発費の総額

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
一 般 管 理 費 及 び 当 期

製 造 費 用 に 含 ま れ る

研 究 開 発 費

3,126 百万円 3,159 百万円
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【訂正後】（27 ページ）

（損益計算書関係）

１．関係会社との主な取引

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
売 上 高 29,949 百万円 34,918 百万円

商品及び材料仕入高 36,335 9,822
受 取 配 当 金 474 985
不 動 産 賃 貸 収 入 367 16

２．販売費及び一般管理費の主な内訳

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
(1) 販 売 直 接 費

荷 造 及 び 発 送 費 1,354 百万円 1,540 百万円

広 告 宣 伝 費 398 545
販 売 奨 励 費 2,748 2,756

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
(2) 販売間接費及び一般管理費

給 料 諸 手 当 4,756 百万円 5,324 百万円

退 職 給 付 費 用 723 685
減 価 償 却 費 247 287
賃 借 料 683 676
研 究 開 発 費 721 832
外 注 経 費 873 549

(3) 販売費に属する費用のおおよその割合

         76 %          75 %

３．研究開発費の総額

( 平成 1 7 年 3 月期 ) ( 平成 1 8 年 3 月期 )
一 般 管 理 費 及 び 当 期

製 造 費 用 に 含 ま れ る

研 究 開 発 費

3,126 百万円 3,159 百万円
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【訂正前】（28 ページ）

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
取 得 価 額 相 当 額                    20 百万円 9 百万円

 減価償却累計額相当額       11            　6       
期 末 残 高 相 当 額                9             3       

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
１ 年 内          6 百万円 1 百万円

１ 年 超                 3             1       
    合 計      9                  3

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
支 払 リ ー ス 料          8 百万円 2 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額          7             2
支 払 利 息 相 当 額          0             0

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。

 （有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない｡

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )

（繰 延 税 金 資 産）

海外投資等損失引当金 346 百万円 198 百万円

退 職 給 付 引 当 金 504 1,368
未 払 賞 与 － 724
関 係 会 社 株 式 評 価 損 256 117
た な 卸 資 産 評 価 損 351 453
繰 越 欠 損 金 5,999 1,296
繰 越 外 国 税 額 控 除 － 570
そ の 他 999 543

繰 延 税 金 資 産 小 計 8,455 5,272
評 価 性 引 当 額 △　2,905 △ 　417

繰 延 税 金 資 産 合 計 5,550 4,854
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 507 1,149
繰 延 税 金 負 債 合 計 507 1,149
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 5,043 3,705
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【訂正後】（28 ページ）

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
取 得 価 額 相 当 額                    20 百万円 9 百万円

 減価償却累計額相当額       11            　6       
期 末 残 高 相 当 額                9             3       

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
１ 年 内          6 百万円 1 百万円

１ 年 超                 3             1       
    合 計      9                  3

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )
支 払 リ ー ス 料          8 百万円 2 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額          7             2
支 払 利 息 相 当 額          0             0

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。

 （有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない｡

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 7 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 8 年 3 月 期 )

（繰 延 税 金 資 産）

海外投資等損失引当金 346 百万円 －百万円

退 職 給 付 引 当 金 504 1,368
未 払 賞 与 － 724
関 係 会 社 株 式 評 価 損 256 461
た な 卸 資 産 評 価 損 351 453
繰 越 欠 損 金 5,999 1,296
繰 越 外 国 税 額 控 除 － 570
そ の 他 999 598

繰 延 税 金 資 産 小 計 8,455 5,472
評 価 性 引 当 額 △　2,905 △ 　563

繰 延 税 金 資 産 合 計 5,550 4,909
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 507 1,149
繰 延 税 金 負 債 合 計 507 1,149
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 5,043 3,760
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